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企業情報化の進化モデルと研究テーマ分析について
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20世紀の後半になって生まれた情報通信技術（ICT）は急速に発展し，国家，
社会，企業，個人にこれまでにない大きな変化をもたらしつつある。これまで
の汎用コンビュータを中心とした集中型システムから，パソコンの普及に伴い，
分散型システムへと移行した。これは専門家による情報化推進の時代から情報
通信技術の大衆化時代の到来を意味する。そして近年，インターネットに代表
されるネットワーク技術の発展は，時間や距離を超えた企業や個人の新たな活
動を可能とし，ビジネスの仕組みのみならず産業構造の変化をももたらしつつ
ある。
これまで数多くの情報通信技術やその活用方法が登場したが，基盤として定
着したものもあれば，他の技術に置き変わったもの，全く消えてしまったもの
もある。情報通信技術の進展とその激しい変化に対して，適切に対応し，効果
的かつ効率的な情報化推進を行うためには，これまでの情報通信技術の発展の
流れを理解した上で，新しい技術や活用方法を冷静に評価，企業経営に展開す
ることが重要となる。本稿は，この企業情報化を進化過程としてとらえ，その
場における経営戦略を問題とする。
2. 情報通信技術のテーマ分析と LS 研
先進的な情報通信技術の活用を目指す富士通ユーザで構成されるLS研（Lead­
ing-edge System 研究会， 98年 8 月現在， 318会員）は， 1978年より 20年間，情
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報通信技術とその活用について研究活動を続けてきた。
LS研の主な活動は，各年度ごとに 1年間，情報通信技術とその活用に関する先
端的なテーマについて，共同で調査，研究を行う分科会活動を中核に，システ
ム部門のマネージャが部門運営などについて自由な意見交換，討議するマネジ
メント・サロン，会員の先進事例の紹介する事例研究会，海外の学会や展示会
への参加，先進企業の訪問する IT海外研修， LS研会員と富士通関連部門との製
品・サービスに関する意見交換するジョイント・フォーラムなどである。
この他に， LS研会員の情報システムの実態と課題，関心などのアンケート調
査を行い，情報化調査報告書を発行している。 I)
以下LS研の諸活動，特に分科会活動と情報化調査を通じて見た，情報通信技
術の変遷を分析した上で，情報化の進展がもたらす変化の方向性について考察
する。
3. 情報通信技術の進化プロセスの仮説
LS研の諸活動を通じて，情報通信技術の変遷を分析する前提として，その発
展経過をもっと大きな流れとして捉えてみたいと思う。社会や組織が時間の流
れの中でそれまでの延長上での変化ではなく，質的で、非連続的な変化をパラダ
イム・シフトと呼ぶことができる。現在は情報通信技術革命により，産業社会
から知識社会へのパラダイム・シフトが起きている。
さて，この情報通信技術革命の中でさらに二つのパラダイム・シフトが起き
ていると考えられる。第一はコンビュータの大衆化に伴うものであった。それ
はパソコンである。
第二のパラダイム・シフトはネットワークの大衆化に伴うものである。つま
り，それはインターネットによりもたらされる。
これらを R. ノーランのステージ理論を参考に表すことにする。 6). 7) （図 2.
参照）
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それぞれの時代を， DP(Data Processing）時代， IT (Information Technology) 
時代， ON (Open Network）時代と呼ぶことにする。それぞれの時代の特徴を整
理した0 8) （表 I. 参照）
ON (Open Network）時代では，インターネット／イントラネットの進展が企
業と企業，企業と個人などの関係を大きく変化させる。企業は顧客との関係を
強化し，変化に素早く対応するために情報通信技術を活用する。
表 1 3 つの時代の企業情報化推進
D P 時代 I T時代
情報システムの目的 定常業務の効率化， 迅速かつ効果的な意コスト削減 思決定支援
情報システムの形態 集中 集中，分散
情報システムへの投資 ｝＼ードウエア中心 ソフトウエア中心
情報化の推進者 システム部門 利用部門システム部門
システム部門の役割 システム開発，運用 情報援資源管理，ユーザ支 ，システム企画
クライアント／
パッグ口グ， サーバシステム，
キーワード システム開性発の エンドユーザ・
生産向上 コンビューテインク＼
アウトソーシング
知識レベル
インターネット / 
{} / 
/----- / 0 N 時代
パソコニノ / 
{} / 
Tピユー匁fこ／ T時代
ι 
D P 時代
1980 1995 
図1 3つの時代区分
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0 N時代
顧客との関係強化
変化へのしばやい対応
統合，協調
人，ネットワーク中心
経営トップ，部利F用部
門，システム 守
戦略立案，
コンサルテイング
ネットワーク・
コンビューテイング，
インターネット／卜
イントラネツ
CALS, EC 
システム部門の役割は情報通信技術の活用に関する戦略立案であり，利用部
門に対するコンサルティングである。全社的に情報を有効活用していく組織風
土作りが大事であり 経営トップ層のリーダーシップが不可欠である。
4. D P 時代から IT 時代へのテーマ分析
本研究は，ノーランのステージ理論に立った図 l のモデ、ルを318の参加企業の
要請にもとづくテーマ分析により 検証することが課題となる。研究機関が，
図 l のモデルの D P 時代と I T時代の境界域である 1985 年を含んでいるため，
テーマ分析の結果がこの境界域を帰納的に検証しうるかが問題となる。
LS研分科会活動は各年度にテーマを参加企業より帰納し，参加メンバーによ
り 1 年間研究活動を行うものである。また，情報化調査は LS 研会員に対して，
毎年行っており，テーマはこの中の課題群より，集約される。
分科会テーマと情報化調査による情報化推進の状況を情報戦略／マネジメン
ト，ハード／OS，ネットワーク／データベース，分散処理，知識処理，ソフト
ウェア開発，セキュリテイ，適用業務の各領域に分けてその変遷を分析，記述
することができる。（図 I. 参照）
I ）「情報戦略／マネジメント」領域
本領域では，「システム部門のあり方J 分科会（以下，分科会は略）あるいは
「分社経営のあり方J，「要員育成」は繰り返しテーマとされてきた。
当初，情報処理部門をDP (Data Processing）部門と呼んで、いたが， 1985年前
後からシステム部門と呼ぶようになった。このことは，図 l の D P時代から I
T時代への変化を画する85年を象徴的に示すものとなった。 「システム部門の
あり方」が最後に論じられたのは92年であるが，そこではエンドユーザ・コン
ビューティングの進展を主な原因として，情報企画機能と資源管理機能の強化
を目指した部門変革の必要性を指摘している。 2) 91 年の「分社経営のあり方」
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では，分社した子会社の体質はシステム部門であった時の体質（プロフィット
センタであるかどうか）が増幅される傾向にあることが論じられると共に，安
易な分社論にー・石を投じている。：l）「投資対効果と評価方法」は80,81 年と 93,94
年に研究している。共に好況期から不況期へと移行する時期であった。この研
究は包括テーマは同じであるが具体的テーマは80 81年はD P部門に関する
ものが多く， 93, 94年は I T部門に関するものが多く，図 l を裏づけるものと
なっている。
システム・インテグレーションは 89年頃から注目されている。 1990年頃は，
今振り返るとバブルな時代背景の中でSIS構築が叫ばれた。 SIS ブームの中で，
冷静に自社の情報化レベルを評価するベンチマーク手法として，「情報システム
戦略度診断手法」が研究された。バブ、ルがはじけると， BPR ブームが訪れ，「経
営のリエンジニアリングと情報システム部門の役割」を討議している。 SIS や
BPR （あるいはリエンジニアリング）に関しては，情報通信技術の進展の中で，
SISはことさら他社との競争優位や顧客囲い込みが強調され解釈によっては顧
客視点を欠いたこと， BPRで、は業務フ。ロセスの抜本的変革の中で，同様に労働者
視点、に欠けていたこと，などの分析を行った。
92年以降，バブル経済の崩壊とダウンサイジングを背景として，協力会社の
要員削減を中心にそれまで増えつづけてきたシステム部門の要員数の伸びが止
まっている。また， 93年頃からはコスト削減を狙いとしてアウトソーシングが
注目されている。最近は「インターネット利用によるビジネス展開」（95 年），
「CALSによる企業システムの標準化」（96年），「EC適用による企業変革」（96-97
年）などが取り上げられている。
2 ）ハード／OS
1980年にDP部門の最も関心あるテーマは日本語情報システムであった。まだ，
漢字入力の方式が定まっておらず 82 年にカナ漢字変換方式が最も利用され，
急速に収束していった。 80年代前半は「日本語情報システム」の研究が盛んで
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あった。このじ貞の｛米イJプログラムの 7 害リはCOBOLでありアセンプラ， PL/I,FORTRAN 
がそれぞれ約 I 割であった。 D P 部門の主要三語がCOBOLで、あること，これが，
85年以降，減少していくことも D P と I T時代を副ずることを示している。
1981年にはOAへの関心が急速に 1£6 まり， OAブームは 1985年あたりまで続く。
パソコンが利用部門を中心に急速に普及， 84年には導入済（ 1 台でも導入済と
する）の企業は95切に達し，機種統制を実施する企業も 7 割近くになった。 85
年の調査で、はパソコンはほぼ全ユーザに浸透し， l 社当たりの平均導入台数は，
システム部門に約10台，利用部門に約100台である。ホストコンビュータへの接
続率も 4割近くに達している。この85年において，メインフレームをノt ソコン
が売i二においてk回り，現在にいたっている。ちなみに，この年のLS研会員の
社内システム要員数の平均は69人であり，全従業封に占める割合は2.4%であっ
た。 90年の調査で、はパソコンの l 社当たりの平均導入台数は，システム部門に
55台，利用部門に343台である。ホストコンビュータへの接続率も 7割近くに達
している。パソコン通信を導入している企業も 6割を超えている。これが， I 
Tl時代の企業の情報部門の標準モデルとも考えられる
ところで， D P時代の82年に反るが，「ビジネスグラフィックス J というテー
マの研究が行われた。ビジネス分野への凶形処理の適用に関する研究である。
今となっては当たり前のグラブー表示が16年前には研究対象であり，アンケート
により子書きグラフの種類と作成工数の調査を行っており， D P時代における
1 T 時代への移行テーマが王子夜すること，それの顕在化との事例として，分析
できる o ~I ビジネス分野への UNIX適用は， 89年から 94年までテーマとして取り
l：げられている。これは I T 時代の基幹O S として検討されたと考えられるが，
1 ~J98年現住， UNIXのこの検討は実現していないと考えられる。
最近では，「ドキュメン卜の電fイじ推進」（91, 92年），「マルチメディアシステ
ムの構築」（92-94年）の研究を行っている。 94年の「分散型クライアント／サー
バシステムのコスト分析」では汎用コンビュータに比べて導入コストは削減さ
れるが，利用部門での運用コストや支援コスト増加への注意を喚起した0 5）当
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時はダウンサイジングが叫ばれ，ハード・コストの低減が注目され，分散シス
テムへの移行が，急速に進んだ。しかしその後，分散システムの運用コストの増
大が問題として浮上し， TCO (Total Cost of Ownership）が話題となっている。
3 ）「ネットワーク／データベース」領域
80年代の始めは「オンラインデータベースの設計手法」や「TSSの運用管理J
などが討議された。 85年から86年にかけてはビデオテックスやVAN，高速デ、イジ
タル回線や電子会議などにより，「ニューメディア」がキーワードとなった。
84-86年の「VAN」および「LANJ に続いて，さらに高度化するニーズ，多様化す
るサービスに対応して「ネットワーク設計手法J，「ネットワーク運用管理」（共
に86,87年）が研究された。これが，ネットワーク／データベースにおける I T 
時代への進化の基幹的テーマになったと思われる。
パソコン通信が利用され始めたのもこの頃である。ちなみに，現在，日本最
大のパソコン通信サービスであるニフティ・サーブがサービスを開始したのが
1987年である。 89,90年には企業のグローバル化やSIS ブームの中で「国際ネッ
トワークの構築」が論議された。最近では「LAN/WAN の構築，ネットワーク管
理」（94-96年），「インターネットのセキュリティ対策J (96年），「イントラネッ
トの運用」（97年）などが研究されている。データベース関係は「リレーショナ
ルデータベースの効果的利用」（89-92 年），「データ・ウェアハウスの構築」
(96, 97年）を扱っている。
4 ）「分散処理J 領域
簡易言語によるエンドユーザのコンビュータ利用（82年， 70%の企業で実施）
やTSS が普及拡大（82年， 9596の企業で導入）している。簡易言語やBASICの利
用により，エンドユーザ、自身によるシステム開発が行われるようになり，表計
算ソフトの登場でさらに拍車がかかっている。 84 年にはエンドユーザのコン
ビュータ利用を推進する組織（情報センタ）を約 7割の企業が持っており，エ
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ンドユーザ、教育を約 8割の企業が実施している。
こうした背景にはエンドユーザからの要求で非定型処理に追われるDP部門の
姿があり，各社が抱えるパックログ（開発待ち業務）は84年調査では平均で 2.5
年分であった。 l）これが， D P時代の最後の形としての企業内情報部門の状況
であると考えられる。 82年から87年にかけて研究された「エンドユーザのコン
ビュータ利用」と「情報資源の利用と管理」では，エンドユーザ教育，推進体
制，公開データベースの設計などの研究を行っており，内容は個別化の進展す
る情報部門を示している。
84年から始まった「ホストとパソコンの分散処理（あるいは連携機能）」は関
心の高いテーマであり 4年間続いた。当初は連携機能もなく，ホストコンビュー
タからの出力帳票を再び加工分析するために，パソコンユーザはキーボードか
らデータの再入力することもあった。しかし，すぐに連携ソフトが急速に普及
したため，事例研究などが行われた。これは企業の I T時代への戦略の繁栄で
あると思われる。
1990年頃にはロータス 1-2-3が普及し，エンドユーザ・コンビューティングも
進展する一方で，システム部門のパックログはピークの3.0年分に達している。
しかし，バブルが崩壊し，クライアント／サーバシステムによる分散処理の普
及により，システム部門のパックログは急速に減少し， 94年には平均1. 9年分と
なっている。 I)
さらに91年から93年まで「エンドユーザコンビューティング（EUC）」，続いて
95年まで「分散システムによる効果的情報活用J でEUCの課題や各部門の役割な
どが論じられた。
また， 91年の「メインフレームとワークステーションによる業務分散システ
ムの構築j は「クライアント／サーバシステムによる分散システムの構築」と
なり，昨年は「 3層クライアント／サーバシステムの構築」を研究している。
並行して，「クライアント／サーバシステムの資源管理」についても96年から研
究に取り組んで、いる。この他，「分散データベースシステムの構築」（92, 93年），
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「グループウェア／ワークフローの効果的適用」（94-96年）などがある。
5 ）「知識処理」領域
1985年の「人工知能J ，翌年の「エキスパートシステム」から 1992年の「ニュー
ラル・ネットワーク J にいたるまで15分科会で人工知能関連の研究が行なわれ
た。これだけ，集中的に研究されたテーマもめずらしい。知識処理が I T時代
への対応の最大の戦略として企業に認識されていたことを示している。しかし，
人工知能の応用分野の中心的な位置づけにありあれだけ注 If されたエキスパー
ト・システムが現在では，ほとんど利用されていない。
航空機の運行計画やプラントの故障診断などに応用されたが，知識獲得の難
しさ，さらに投資効果が見合わないといった理由からあまり利用されなくなっ
た。人工知能は中心パラダイムである知識獲得のボトルネックにより行き詰ま
り，遺伝的アルゴリズム（GA）やニューロなと守の新技術にパラダイム・シフト
し，その f~指すものが継承されてきているということができる。
6 ）「ソフトウェア開発J 領域
本領域はソフトウェア工学の確立に向けた遠い道のりの中で，最も関心が高
く，多くの労力を使って研究されてきた。大きくは上流工程の設計技法，ソフ
トウェア部品化と再利用や開発の高生産性ツール，見積り基準，品質管理など
のシステム開発管理技法，運用に関しては自動化・省力化に分類でき，いずれ
も永遠の課題とも言えるテーマである。
上流工程の設計技法に関しては，利用者のニーズを分析しシステム設計につ
なげるための「要求分析技法」（8ト87年）から「データ中心によるシステム分
析・設計J (88-95年）ヘ発展してきた。 81年の「システム開発技法」の研究で
はプログラムのパラダイム化が提唱されており 「ソフトウェア再利用化技法」
(83, 84年），「ソフトウェア部品化技術」（85-87年）さらに開発の生産性を高め
るツールに関して88年から 93年の「CASEツールの有効活用J まで研究された。
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データ中心アプローチは88年頃から注目されている。この過程はD P時代 I T 
への変化で、ある。 トップダウン型プログラム開発がエンドユーザー型へ変化し
たことが，テーマ群より明確になっている。
また， 91年の「リエンジニアリングによる保守支援J から「既存資産を活用
したシステム再構築」を経て「基幹システムのダウンサイジング」（96 年）に
至っている。システム開発の見積り基準については，「システム開発管理技法」
(83-87年）の中で論じられているが， 85年を境の「管理J から「評価J とし 3 っ
た変化が反映されている。管理＝支配，評価＝支援への変化と思われる。 88年
から「ソフトウェア開発の評価尺度J として94年まで研究が続けられた。「ソフ
トウェアの品質管理」については85年から89年にかけて組織，テスト／検証の
仕方，ツールの導入やドキュメントの標準化などについて論じられた。
「システム運用管理」に関しては，運用の自動化／省力化，リモート運転の視
点、で80年から95年まで， L S 研の中で最も長く研究されたテーマである。 93年
からは「分散システムの運用管理j が取り上げられている。ここにおいてもテー
マ内容は， 85年前後に変化を示している。
7 ）「セキュリティ／その他」領域
まず， 85年に世田谷ケーブル火災が発生し にわかに情報通信システムの安
全対策への関心の高まった。 1995年には再び，阪神大震災により情報システム
の災害対応への関心が高まっているが，共に－ .過性のものであった。「システム
監査J については， 85年に基準が公表され，関心も高ってから，長年に渡って
討議されているテーマである。
8 ）「適用業務」領域
情報技術の利用の高度化に伴い，最近は業務の視点、から研究するテーマも取
り組まれている。「企業におけるマルチメディア型業務システムJ (96年），「SPA
（セールス・フォース・オートメーション） J (97-98年），「モパイルコンビュー
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ティングJ (97年），「統合パッケージ（ERP）」（97-98年）などである。
5. IT時代から O N時代への「 1 1 の傾向」の帰納的仮構
上記分析により， 85年を境にD P時代から I T時代への変化が， L S研の研
究テーマ（参加 318 社）の通時的分析より明らかになったと思われる。次に，
2010年頃にあらわれると考えられる図 l の I T時代がON時代への変化を Ls 
研のテーマ分析から類推しうるかが問題となる。この変化が，社会，企業，個
人あるいは経済にいかなる変化をもたらすかを L S研の研究報告から帰納して，
方向性として「l lの傾向」を仮構したのが下記である。これは今後，テーマ分
析の対象となる。
I ）産業経済から知識経済へ
工業社会から情報社会へ，アトムの時代からビットの時代へなど，いろいろ
な人がその変化を形容している。複雑系の経済学では収益逓減の法則から収益
逓増の法則への移行と説明される。
2 ）グローパル化の進展
経済がグローパル化するのに伴い，規制緩和が進み，寡占化という状況も生
まれる。
3 ）供給サイドから消費サイドへのパワーシフト
百貨店がこれまでの呼び名である「売り場」を「お買い場」と呼び換えたり，
従来の「販売代理店J ではなく 「購買代理店J を標梼する商社も出ている。
情報化の進展により，「作ったものを売る J 仕組みから「売れるものを作る J
仕組みに変化している。かつて流通チャネルでメーカを上流と呼んだが，上下
逆転の世界が現出している。
4) ディスインターミディエーションと新たな仲介機能の出現
付加価値の低い仲介機能の排除あるいは中抜きが起きている。卸売業の淘汰
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あるいは旅行代理店でのチケット購入からインターネットでのチケット購入へ
の移行などがある。
また，インターネット上ではオークションや自動車販売仲介や，自らは作ら
ずピザ店を紹介するサービスも出現している。
5 ）バーチャル化の進展
インターネット上で書籍販売を行うアマゾン・コムは「地球最大の書籍店」
を標梼し，売り上げを伸ばしている。 1997年5月には，米国の書籍市場のシェア
No. 1 のパーンズ色ノープルもインターネット上に仮想店舗を開設した。
現在， ECで扱われている商品はパソコン，旅行チケット， CD，金融サービス，
自動車販売などが中心である。
また，世界各地で実験が行われている電子マネー（Mondex, VISAキャッシュ
に代表される ICカードやEcashなどのディジタル・キャッシュ）は実用化し利用
されるようになれば，社会へのインパクトは極めて大きい。
6 ）マスからパーソナルへ
従来のマス・メディアに代わって 多くのニュース・ソースから個人の必要
とする情報を選択して配信するパーソナル・メディア（インディビジュアルな
ど）や，小売店から個人の好みによりカスタマイズされた注文に基づき生産す
るパーソナル・プロダクシヨン（リーノてイスなど）カまある。
7 ）オン・スケジュールからオン・デマンドヘ
これまでニュースはテレビからきめられた時刻に受信していた。ニュースは
時々刻々変化し，見逃すことも多かった。しかし，ニューズ・オン・デマンド
では個人の時間に合わせて，必要なニュースを取り出すことができる。
また，映画などの配信を受けるビデオ・オン・デマンドなどがある。
8 ）消費者の生産プロセスへの参画（プロシューマー）
大量生産の時代は，生産システムの効率化のため，生産者と消費者は分離さ
れていた。
アパレル業界ではブティックでC Gを使って好きなデザインを選び，個人別
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のオーダーで l：場にデータが送られ， 1 週間以内に商l~ljが届く仕組みがある。
また，先のリーバイスのパーソナル・プロダクションも消費者の生産フ。ロセス
への参画の例で、ある引
9 ）市場とのリアルタイムな対話形成
コール・センタ←は従来のテレ・マーケティングと消費者相談室の機能を持っ
たものである 0 ~tt:から「男性育毛剤は交性にも使えるのか？」という質問に
対し，女［ti：化粧品の店の近くに置いて，ぅ巳り上げを倍増した例もある。
10）ネットワークによる統合化，融合化の進展
統合化の概念はバーチャル・コーポレーションであり 物理的に離れた企業
同士が情報ネットワークにより連携し，あたかも・つの企業内の部門のように
機能する。
また，英国での大子スーパーの金融業進出などに代表される産業の融合化も
進展している。
11) ディジタル化とマルチメディア化の進展
各メディアのディジタル化が進展し，コンビュータ，電話，テレビ，コンテ
ンツがテレコミュニケーション産業に糾合されてし h く。
6. 結語
LS研（318社）のテーマ分析を通じて，情報活用の流れを把握し，凶 l のノー
ランによる進化プロセスを検証考察した。ノーランによる進化プロセスはテー
マ分析によれば，即時代から IT時代への移向モデルとして，的確かつ，妥当な
ものと考えられた。次の移向期 ON時代はまだその様相は見えてこないが，情
報技術の急速な発展の中でわれわれの予想、を超える変化がもたらされるであろ
つ。
LS研の目的は新しい情報通信技術やその活用方法について研究し，その本質
を見極め，各企業がON時代に向けて，変化に適切に対応していくことである。
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しかし，情報化調査などを通じて見る現状は，過去の資産を抱え，新たな技
術に対する要員の育成も追いつかず即時代のパラダイムからの脱出が急務と
いう泊i もある。
ビジネスの世界における情報活用は，情報システム，人，組織まで含めた全
体の仕組みとして実現される。つまり，情報通信技術の導入に加え，各個人な
らびに組織としての情報リテラシーを高めていくことが必要である。
各企業において，経営トップ層のリーダシップにより，全社的な情報活用の
仕組み，風土作りが求められている。
、王
1. 1998年度の分科会研究テーマは以下の通り。
(1) 2 1 世紀の企業情報化推進モデル
(2) 役に立つ情報共有～ナレッジマネジメントの有効性～
('.) アウトソーシングの適用
(4) 効果的な E R P の導入
(fi) 提案型営業と S FA 
() プッシュ型情報配信サービスの適用
(7) 総合文書管埋システム（ EDMS ）の適用
(8) データウェアハウスの構築と活用
(9) CO RB Aの業務への適用
(10) コンポーネント指向技術による開発手法
(11）オブジェクト指向技術の適用
(12) J a v a を用いた基幹システムの構築
(13）エージェントの活用
(14）クライアント／サーバシステムの運用管理
(15) LAN/WA Nの運用管理
(16) オープンネットワーク環境のセキュリティ対策
(17) TC Oの実態と削減
(18）システム部門成熟度向上のための管理基準
(19) Active Plat formをベースにした業務アプリケーションの構築
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